
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年６月 

豊 川 市  

公共施設の新たな価値の創出 

“人が集い、市民交流を促す場を創造する” 
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   公共施設マネジメントを進める背景 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

豊川市の公共施設の現状と課題 

●豊川市が保有する公共施設（病院、職員宿舎は除く。平成 26 年

4 月 1 日現在）は、522 施設、延床面積約 59 万２千㎡です。 

●約 53％の施設が築 30 年以上を経過し、平成 36 年度には約

73％が築 30 年以上となり、平成 41 年度には約 80％の施設

が築 30 年以上を経過することとなります。 

公共施設マネジメントの必要性 

●今後 50 年間に建替え・修繕・大規模改修にかかる費用は、総額で 2,667 億円、平均する

と 1 年間に 53 億 3 千万円の事業費が必要となります。 

●これは、現状の公共施設にかかる改修・改築等経費（平成 23 年度決算：21.5 億円）の約

2.5 倍であり、毎年約 31 億 8 千万円の財源が不足します。 

●現状の維持更新費用（21.5 億円）では、現在の 59 万 2 千㎡から 23 万９千㎡まで 35 万

3 千㎡（60％）も削減しなければならないことになります。 

そのため、「公共施設マネジメント」を行い、今ある資源・資産を最大限に有効

活用するとともに、実現可能な公共施設の保有総量の見直しを行い、行政サー

ビスの維持・向上を図る必要があります。 

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

H
3
9

H
4
0

H
4
1

H
4
2

H
4
3

H
4
4

H
4
5

H
4
6

H
4
7

H
4
8

H
4
9

H
5
0

H
5
1

H
5
2

H
5
3

H
5
4

H
5
5

H
5
6

H
5
7

H
5
8

H
5
9

H
6
0

H
6
1

H
6
2

H
6
3

H
6
4

H
6
5

H
6
6

H
6
7

H
6
8

H
6
9

H
7
0

H
7
1

H
7
2

H
7
3

H
7
4

0

20

40

60

80

100

120

建替え 大規模改修等

（億円）
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21.5億円

施設更新ピーク
H41～H52

平均約81億円/年
平均65億円/年

公共施設が直面する課題 

①人口減少・少子高

齢化への対応 

②厳しい財政状況へ

の対応 

③施設の老朽化への

対応 
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豊川市における公共施設マネジメントへの取り組み 

●平成 24 年度に「豊川市公共施設白書」を策定し、そこから見え

てくる課題や公共施設の利用状況等の分析及び住民アンケート調

査から、施設評価を実施し、公共施設全体の適正配置に向けた目

標等を定めた基本方針「公共施設の削減目標及び用途別における

施設の方向性」を平成 25 年度策定しました。 

●「豊川市公共施設適正配置計画」は、これらをふまえた、老朽化

施設の統廃合、機能や利用圏域の重複する施設の多機能化・複合

化等への実施プランとなるものです。 

公共施設の縮減目標と適正配置計画の基本方針 

●「豊川市公共施設の削減目標及び用途別における施設の方向性」での目標値を踏まえ、適正

配置計画での再配置に向け、以下の目標値と基本方針を定めます。 

今後 50年間の一般施設の年平均トータルコストの縮減目標を 43％、市の

保有面積の縮減目標を 50年間で 30％と設定します。 

公共施設の縮減目標 

方針１：保有総量の縮減 

①施設重視から機能優先への転換と多機能化・複合化の推進 

②総量縮減に向けた優先順位の整理 

方針２：計画的な維持保全による長寿命化等 

適正配置計画の基本方針 

公共施設適正配置により実現する将来像 

公共施設の新たな価値の創出 

“人が集い、市民交流を促す場を創造する” 

少子高齢化への的確な対応に加え、人口減少を抑制や来訪者の増加を図るため、「定住」

や「交流」を促進する取り組みが重要となっております。この現況を強く意識し、今後

の公共施設適正配置の取り組みによって実現を目指す将来像を『公共施設の新たな価

値の創出“人が集い、市民交流を促す場を創造する”』と掲げます。 
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●適正配置計画は、平成 27 年度から平成 37 年度までの今後およそ

10 年間における取り組みを定めます。 

●今後１０年間に重点的に取り組み、展開する施設用途として、「庁舎」、「コミュニティ施設」、

「学校教育施設」の３つを選定し、適正配置に向けた個別方針を示します。 

市全体の行政サービスの見直しと庁舎の機能集約・施設転用 

計画の期間 

方針１：本庁への機能集約と各支所庁舎に配置すべき機

能の明確化 

方針２：支所庁舎は、余剰スペースの活用、複合化、施

設転用、廃止を推進 

重点取組１ 

“３つの重点取組”と個別方針 

      

H25～H27 H27～H37 H38～H47 ……… H78～H87 

公共施設適正配置計画 

公共施設中長期保全計画 

公共施設等総合管理計画 

再配置事業 
【ﾓﾃﾞﾙ事業】 

再配置事業 再配置事業 再配置事業 

 

今後 10 年間の重点取組と横断戦略 

第２段階 第３段階 第４段階 ……… 第８段階 

重点取組２ 

機能重複するコミュニティ施設の集約・統廃合 

方針１：同一中学校区内のコミュニティ施設は機能統合

による集約化の推進 

方針２：新規整備を行わず既存施設への集約化を原則 

方針３：稼働が低く利用者が限定される施設は、廃止又

は地縁団体等へ施設譲渡を原則 

【対象施設】本庁（本庁舎・北庁舎）、一宮庁舎、音羽庁舎、 

御津庁舎、小坂井庁舎 

【対象施設】公民館、生涯学習会館、地区市民館等集会施設、児童館

等の児童福祉施設、東部・西部地域福祉センターなど 
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●重点的な取組の展開を図るための戦略として、以下の２つの戦略を位置付けます。公共施設

適正配置を進めるためには、市民や事業者の理解、連携が重要となります。 

人口減少に伴う学校教育施設等の総量縮減と多機能化の推進 

方針１：学校の統廃合については、年少人口の減少を踏

まえ全庁的な方針を決定し、面積の削減や施設

再編を推進 

方針２：児童・生徒数の減少により今後発生する空き教

室は、複合や多機能スペースとして活用を原則 

重点取組３ 

横断戦略１ 

見える化・見せる化による問題意識の共有 

【対象施設】学校教育施設 

“２つの横断戦略” 

横断戦略２ 

市民・民間事業者との連携による効率的・効果的な施設管理 

⇒ 公共施設の現状や課題を分かりや

すく発信 

⇒ 市民と対話を通して公共施設適正

化にかかる情報を共有 

⇒ 民間事業者のノウハウや資金の活用（公民連携型（PPP）の事業実施） 

⇒ 施設の管理手法（地域への移管、指定管理業務等の拡大など） 

⇒ 民間施設の利活用 
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●優先的な取り組みを実施していく重点取組を通じて全市的な対策を進めていく一方、地域

単位で重点取組にかかる施設を中心とした公共施設再編を進めていく上で、重点度・緊急度

が高い３地区での取り組み・事業をリーディング事業に位置付けます。 

庁舎機能の集約化・再配置による市民サービスの充実と行政機能の強化 

リーディング事業① 

地域特性や住民ニーズにあった魅力

あるコミュニティ施設複合拠点の形成 

リーディング事業② 

 

【プロジェクトの考え方】 

①センター機能と支所機能のあり方につい

て検討を行い、今後の行政需要を見据えた庁

舎施設の再編 

②支所庁舎は、支所機能のあり方を踏まえ、

他の機能を複合や施設全体の転用、廃止 

 

【プロジェクトの考え方】 

①施設の集約は、市民の利用圏域を考慮し、中学校

区内の施設同士での実施を基本 

②老人憩の家は、団体等地域への施設譲渡の推進 

③新規整備は行わず、小中学校、庁舎施設等の施設

再編に合わせて、コミュニティ施設を複合化・多機

能化することを原則 

 
一宮庁舎 音羽庁舎 

機能集約 機能集約 

一宮庁舎 

小坂井庁舎 

 

 老人憩の家 

地域の地縁団体等 地域が譲渡に合意 

廃止を検討 地域が譲渡に合意しない 

児童館・児童クラブ 学校施設へ複合 

学校建替・改修に合わせて複合 

既存の空き教室を活用 

公民館、地区市民館、 

生涯学習会館、 

東部・西部地域福祉センター 

学校施設・庁舎施設 

建替・改修に合わせて複合 

機能重複を解消し、最低

30％の面積圧縮を原則 

コミュニティ施設同士で

複合 

建替・改修に合わせて複合 

● 行政機能の強化 

● 利用者のサービス向上 

● 災害時の対応拠点としての活用 

● 地区の災害時対応能力の向上 

● 管理・運営面での効率化 

● 利用者の利便性上 

● 園児・児童、保護者の利便性向上 

● 地域での多世代の交流が促進 

● 保全・維持管理費用の縮減 
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リーディング事業③ 

小中学校の地域開放・多機能化による学校を中心とした地域の拠点づくり 
 

【プロジェクトの考え方】 

①児童・生徒数の減少により今後発生する空き

教室は、コミュニティ施設を導入するなど複合

化を推進 

②既存の特別教室等の学校施設をコミュニティ

施設として地域に開放し、多機能化 

③学校施設の統廃合は、年少人口の減少を踏ま

えた全庁的な方針を決定し、一定条件を満たす

場合は、面積削減や施設再編の検討 

④プール、体育館、特別教室などは、学校の改修・

改築に合わせて近隣の小中学校同士で共用した

り、複合するコミュニティ施設と共用したりす

るなど、導入機能の効率的な利用を推進 

小中学校で共用 

 

             共用 

 児童館・児童クラブ 

学校の特別教室等 

学校施設へ複合 

コミュニティ施設 

学校のプール、体育館等 

学校建替・改修に合わせて複合 

施設内の余剰スペ-スを活用 

学校改修に合わせて多機能化 

コミュニティ施設として共用 

学校の改築・改修にああわせて、

小中学校で共用化 ● 学校を中心とした地域拠点の形成 

● 新たな地域内交流や地域活動の促進 

● 児童・生徒、保護者の利便性向上 

● 維持管理費用の縮減 

リーディング事業④ 

小坂井エリアの施設再編 

プロジェクト 
 

【プロジェクトの考え方】 

①庁舎周辺施設を機能統合し、「（仮称）小坂井コ

ミュニティネットワーク構想」の実現 

 

センター機能、支所機能の検討

を踏まえた支所の施設活用等 

小坂井庁舎 

（仮称）小坂井コミュニテ

ィネットワーク構想 
機能転用・複合化 

 

小坂井生涯学習会館 

各庁舎の機能集約 

機能集約 

 

支所、文化会館との複合化、機能

統合 

小坂井文化会館等 

機能転用・複合化 

 

支所、生涯学習会館との複合化、

機能統合 

②学校施設の改築・改修に合わせて、子育て支援

機能を集約し地域拠点を創出 

 

学校施設の改築・改修に合

わせた子育て支援機能集約

による地域拠点の創出 

改築又は改修 

機能集約・複合化 

 
複合化・多機能化 

 

小坂井中・小坂井東小・小坂井西小 

単独での計画的な改築・改修 

 

機能転用・多機能化 

 

小坂井地区の児童クラブ 

他の施設と複合化 

複合化・多機能化 

 

単独での計画的な改築・改修 

 
小坂井地区各保育園 

改築又は改修  他の施設と複合化 

● 地域での多世代の交流が促進 

● 維持管理費用の縮減 

● 跡地活用による財政面への貢献 

● 安全性・災害時の対応能力の向上 

● 園児・児童・生徒、保護者の利便性

の向上 
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リーディング事業⑤ 

音羽エリアの施設再編 

プロジェクト 

（仮称）音羽コミュニティ 

ネットワーク構想 

 

音羽庁舎・音羽文化ホール 

音羽生涯学習会館 

支所機能の検討を踏まえた余剰

空間活用 

機能転用・多機能化 

 

機能転用・多機能化 

 

 

【プロジェクトの考え方】 

①文化・生涯学習機能を集約し、「（仮称）

音羽コミュニティネットワーク構想」 

②萩小学校の整備（改修）に合わせて施設

再編を行い、地域コミュニティ機能を強化 

 

萩小学校 

萩地区市民館 白寿荘 

萩小学校の整備に伴う施設再編、

地域コミュニティ機能強化 

改修 

他の施設と複合化、又は地域へ譲渡 

萩小学校児童クラブ 萩保育園 

集約型 

 

分散型 

 

地域へ 

 

複合化・多機能化 

 

地域へ譲渡 

 

機能転用・多機能化 

 

計画的な改築・改修 

 

リーディング事業⑥ 

御津エリアの施設再編 

プロジェクト 

【プロジェクトの考え方】 

①御津地区の庁舎、文化・生涯学習、コミュニティ機能を集

約し、「（仮称）御津コミュニティネットワーク構想」の実現 

（仮称）御津コミュニティネット

ワーク構想 

市内各庁舎の機能集約 

 
行政機能の集約、支所機能の検

討を踏まえた支所の施設活用等 

御津庁舎 

御津生涯学習会館 

機能転用・複合化 

 
支所、生涯学習会館との複合化、

機能統合 

機能集約 

 

御津文化会館 

御津福祉保健センター 

機能転用・複合化 

 
支所、生涯学習会館との複合化、

機能統合 

御津体育館 

 

地区市民館 

老人憩の家 

 
計画的な改築・改修 

 

 
地域へ譲渡 

 

 

児童館 

 

再編・複合化 

 

 

計画的な改築・改修 

 

● 地域での多世代の交流が促進 

● 維持管理費用の縮減 

● 跡地活用による財政面への貢献 

● 安全性・災害時の対応能力の向上 

● 園児・児童・生徒、保護者の利便性

の向上 
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計画の進行管理 

計画の推進体制 

【市民と行政が共に進める公共施設適正配置】 

●公共施設適正配置を進める上でも、構想・計画づくりから運営まで見据えて、

広範な合意形成を得ながら、行政と市民とがお互いの役割を適切に分担して、

地域をより良いものにしていく動きを進めてまいります。 

事業者の役割 

公民連携（ＰＰＰ）の取り組みを念

頭に置き、適正配置計画に基づく公

共施設マネジメントへの提案や主

体的な事業参画が期待されます。 

策定委員会での議論を踏まえ、多機能化・複合化を中心に今

後 10 年以内に実施する重点取組について、ワークショップ

等を通して「まちづくり」の視点からのモデル的な施設再編

の検討を市民等との協働のもとで展開していくとともに、各

種情報提供についても積極的に行っていきます。 

 【平成２７年度以降の実施体制】 

 

 

●公共施設の営繕・改修、維持保全にかかるコス

ト予測に基づく保全計画の確実に遂行するた

め、企画部門での政策立案、財政部門での予算

編成にあたって、公共施設ファシリティマネ

ジメントを担う管財部門との連携を強化しま

す。また、同じく管財部門と、実際の改修・保

全等の施工及び維持保全の業務の現場とが最

適に連携する組織づくりを目指します。 

 

 

●行政経営改革推進本部会議を最上位の組織と

し、ファシリティマネジメント推進会議を継

続的に運営するとともに、公共施設等総合管

理計画等の検討・策定に合わせた組織を適宜

設置し、全庁的な連携の下で各種ワーキング

グループが有機的・機動的に実行していく組

織づくりを目指します。さらに、学識経験者等

の専門家との連携からより一層のファシリテ

ィマネジメント業務の推進を図ります。 

営繕部門との連携 

 実行体制（WG）の考え方 

【10 年間のスケジュールと見直し期間】 適正配置計画は、事業の進捗状況や社

会経済情勢、地域・市民ニーズの変化などを踏まえるとともに、総合計画実施計

画との連携から 3 年毎に見直し・更新を図り、継続的に推進していきます。 

【総合計画や行政経営改革との関連性】 第６次総合計画の基本構想において「まちづくり目標や

施策６【地域・行政】に公共施設の適正配置と長寿命化の推進」を位置付け、行革経営改革プランと

相互にリンクさせ、三位一体の計画として推進を図っていきます。 

情報開示と合意形成 
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＜問い合わせ先＞ 豊川市総務部管財契約課 

電話 0533-89-2108 FAX 0533-89-2163 

http://www.city.toyokawa.lg.jp/shisei/gyoseiunei/manejiment/facilitymanagement.html 

 


